
年金積立金管理運用独立行政法人(法人番号 9010005010010)の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

　① 役員報酬の支給水準の設定についての考え方

当法人の役員報酬については、平成25年12月に閣議決定された「独立行政法人改革等に関す

る基本的な方針」において、高度で専門的な人材確保ができるよう、給与水準の弾力化を検討

することとされ、給与体系の見直しが求められた。このため、第三者的な観点から市場等の報

酬水準を勘案して見直しを行うよう専門のコンサルタント会社（タワーズワトソン株式会社）

を活用し、その提言に則し、平成27年1月に役員給与規程の見直しを実施した。なお、役員の

報酬水準については以下のとおり設定した。

① 理事長については、当法人の職務内容に関して日本銀行とその他公的金融機関（日本

政策投資銀行、日本政策金融公庫、日本貿易保険、住宅金融支援機構、国際協力銀行）

との比較評価を踏まえ、民間の資産運用業界のトップ（CEO）の報酬水準も参考としつつ

設定した。

【参考】

・日本銀行の平成29年度の総裁の年収 ：3,526万円

・その他公的金融機関の長の平均年収 ：2,333万円

・民間の資産運用業界のCEOの報酬水準 ：日系・外資系を含む資産運用業界全体の中

央値は、9,120万円、外資系の中央値（推定）は15,310万円

② 理事（総務・企画等担当）については、省庁からの出向理事の場合には平成27年1月の

報酬水準見直し前の水準とした。

【参考】

・日本銀行の平成29年度の理事の年収 ：2,153万円

・その他公的金融機関の理事の平均年収 ：2,045万円

理事（管理運用業務担当）兼CIOについては、高度で専門的な人材を確保するために

は、民間の資産運用業界の報酬水準に見合う水準を設定する必要性があることから、民

間の資産運用業界のCIOの報酬水準を参考にしつつ、理事長を超えない範囲内で設定し

た。

【参考】

・民間の資産運用業界のCIOの報酬水準：日系・外資系を含む資産運用業界全体の中央

値は2,530万円、外資系の中央値（推定）は6,290万円

（＊）民間の資産運用業界の市場水準は、金融機関における役職員報酬のデータベー

スを販売する民間調査会社のデータに基づくものである。

また、平成29年10月の年金積立金管理運用独立行政法人法の改正に伴い、新たに経営委員会

及び監査委員会が設置されることとなったことを受け、当該委員報酬についても上記役員報酬

と同様に第三者的な観点から市場等の報酬水準を勘案して設定するよう専門のコンサルタント

会社（タワーズワトソン株式会社）を活用し、その提言に則し、以下のとおり設定した。

③ 常勤の監査委員を兼務する経営委員については、日本銀行とその他公的金融機関（日

本政策投資銀行、日本政策金融公庫、日本貿易保険、住宅金融支援機構、国際協力銀

行）の類似職務の報酬水準に整合するよう設定し、民間金融機関（東京海上ＨＤ、ＳＯ

ＭＰＯ ＨＤ、ＭＳ＆ＡＤ ＨＤ、みずほ銀行）の類似職務の報酬水準も参考とした。

【参考】

・日本銀行の平成29年度の審議委員、理事及び監事の平均年収 ：2,135万円

・その他公的金融機関の理事、監事及び監査役の平均年収 ：1,601万円

・民間金融機関の監査役の平均年収 ：2,859万円

④ 非常勤の経営委員については、常勤の経営委員と同様の考え方で設定した（ただし、

日本銀行に類する職務がないことを考慮）。
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　② 平成30年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び

   導入実績を含む。）

　③ 役員報酬基準の内容及び平成30年度における改定内容

法人の長

特別手当について、法人の運用目標（対ベンチマーク目標及び絶対収益率目標）の達成・不達成によ

り支給率を年間で0.06月増減させることとしている。

平成30年度の特別手当の支給率は、運用目標の達成が片方のみとなったことから、当該増減は適用し

なかった。

また、特別手当は、厚生労働大臣が行う業績評価の結果等により増減することができる。平成30年度は

厚生労働大臣が行った平成29年度業績評価の結果等を勘案し、増減させなかった。

非常勤の経営委員長については、各府省の設定する謝金水準において会長の水準が委

員の120％程度となっていることを参考に、非常勤経営委員の120％の水準に設定した。

非常勤の監査委員を兼務する経営委員については、経営委員としての職責に加えて監

査委員としての職責を担うことを考慮し、非常勤経営委員の110％の水準に設定した。

【参考】

・その他公的金融機関（日本政策投資銀行、国際協力銀行、産業革新機構）

の社外取締役及び社外監査役の平均年収 ：863万円

・民間金融機関の社外役員の平均年収 ：1,306万円

【平成30年度の基準】

給与は、俸給月額、調整手当、通勤手当及び特別手当から構成されている。

特別手当については、特別手当基礎額（俸給＋調整手当＋俸給×100分の

25＋（俸給＋調整手当）×100分の20）に、国家公務員の指定職に準じた支給

率（平成30年度においては、6月に100分の157.5（1.575月）、12月に100分の

177.5（1.775月））を乗じ、さらに基準日以前６か月以内の期間におけるその者の

在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。なお、当該支給率は、法人

の運用目標（対ベンチマーク目標及び絶対収益率目標）の達成・不達成により

年間で100分の6（0.06月）を増減させることとしている。また、厚生労働大臣が行

う業績評価の結果等を考慮し、増額又は減額することができることとしている。

【平成30年度の改定内容】

一般職の職員の給与に関する法律(以下「給与法」という。)の改正を参考に、

特別手当について、支給率の引き上げ（年間0.05月）を実施した。
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理事

経営委員

※監査委員

を兼務

経営委員

（非常勤）

※委員長及び

監査委員兼務

者を含む

【平成30年度の基準】

法人の長に同じ。

【平成30年度の改定内容】

法人の長に同じ。

【平成30年度の基準】

法人の長に同じ。

【平成30年度の改定内容】

法人の長に同じ。

【平成30年度の基準】

給与は、非常勤役員手当のみで構成されている。

【平成30年度の改定内容】

改定なし。
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２　役員の報酬等の支給状況

平成30年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

31,682 20,244 9,008
2,429

0
（調整手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

16,081 10,224 4,550
1,227

81
（調整手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

30,668 19,596 8,720
2,352

0
（調整手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

18,785 11,916 5,303
1,430

137
（調整手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

9,696 9,696 0
0
0

（調整手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

8,892 8,892 0
0
0

（調整手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

8,892 8,892 0
0
0

（調整手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

8,100 8,100 0
0
0

（調整手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

8,100 8,100 0
0
0

（調整手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

8,100 8,100 0
0
0

（調整手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

8,100 8,100 0
0
0

（調整手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

8,100 8,100 0
0
0

（調整手当）
（通勤手当）

注１：「調整手当」とは、民間の賃金水準を基礎とし、当該地域における物価等を考慮して支給している。

注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付している。

　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後独立行

      政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄としている。

注３：単位未満は四捨五入のため、合計が一致しない場合がある。

役名
就任・退任の状況

前職
その他（内容）

理事長

Ｅ経営委員
（非常勤）

※

A理事 ◇

B理事

Ａ経営委員
（兼監査委員）

Ｃ経営委員
（兼監査委員）

（非常勤）
＊

Ｄ経営委員
（兼監査委員）

（非常勤）

Ｂ経営委員
（委員長）
（非常勤）

※

Ｈ経営委員
（非常勤）

Ｉ経営委員
（非常勤）

Ｆ経営委員
（非常勤）

Ｇ経営委員
（非常勤）
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３　役員の報酬水準の妥当性について

【法人の検証結果】

法人の長

理事

前述のとおり、役員の給与については、平成25年12月の閣議決定を踏まえ、第三

者的な観点から市場の報酬水準を勘案して給与規程の改正を行うよう専門のコンサ

ルタント会社（タワーズワトソン株式会社）を活用し、その提言に則し平成27年1月に

給与規程の見直しを行った。

その提言によれば、当法人の業務は、厚生労働大臣から寄託された年金積立金の

管理運用を行うことであるが、この年金積立金は、厚生年金と国民年金の将来の給

付財源となる極めて貴重なものであり、また、その額は150兆円を超える巨額なものと

なっている。このような貴重かつ巨額な年金積立金の管理運用を担う当法人の理事

長の職責は極めて重く、資産運用や経済動向等に関する深い知見が求められるとと

もに、国会において年金積立金の運用状況を説明する機会も多く存在するなど、高

度なコミュニケーション能力も必要とされる職務と評価されている。

このような重責を担う理事長の報酬については、日本銀行とその他公的金融機関

（日本政策投資銀行、日本政策金融公庫、日本貿易保険、住宅金融支援機構、国

際協力銀行）との比較評価を踏まえ、民間の資産運用業界のトップ（CEO）の報酬水

準も参考としつつ設定した。

満年度ベースの報酬額約3,170万円に対し、日本銀行総裁は3,526万円、その他

公的金融機関の長の平均は2,333万円、民間の資産運用業界のCEOの報酬水準は

9,120万円～15,310万円であり、これらと比較するとその報酬水準は妥当なものと考

える。

理事の報酬についても専門のコンサルタント会社を活用し、その提言に則し平成27

年1月に給与規程の見直しを行った。

理事（総務・企画等担当）については、省庁からの出向であり平成27年1月の給与

規程見直し前の水準とした。

満年度ベースの報酬額約1,600万円に対し、日本銀行の理事の報酬水準は2,153

万円、その他公的金融機関の理事の平均は2,045万円であることから、その報酬水準

は妥当なものと考える。

理事（管理運用業務担当）兼CIOについては、巨額な年金積立金の管理運用を担

う責任者として資産運用業務の第一線で豊富な経験を持つ高度で専門的な人材と

する必要があり、その報酬については、当該人材を確保するため、民間の資産運用

業界の報酬水準に見合う水準を設定する必要性があることから、民間の資産運用業

界のCIOの報酬水準を参考にしつつ、理事長を超えない範囲内で設定した。

満年度ベースの報酬額約3,070万円に対し、民間の資産運用業界の報酬水準は

2,530万円～6,290万円であることから、その報酬水準は妥当なものと考える。
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経営委員

経営委員

（非常勤）

【主務大臣の検証結果】

経営委員（兼監査委員）については、経済、金融、資産運用、経営管理その他

の管理運用法人の業務に関連する分野に関する学識経験又は実務経験を有す

る者である必要があり、その報酬については、日本銀行とその他公的金融機関

（日本政策投資銀行、日本政策金融公庫、日本貿易保険、住宅金融支援機構、

国際協力銀行）の類似職務の報酬水準に整合するよう設定し、民間金融機関（東

京海上ＨＤ、ＳＯＭＰＯ ＨＤ、ＭＳ＆ＡＤ ＨＤ、みずほ銀行）の類似職務の報酬

水準も参考とした。

満年度ベースの報酬額約1,860万円に対し、日本銀行の審議委員、理事及び

監事の平均年収は2,135万円、その他公的金融機関の理事、監事及び監査役の

平均年収は1,601万円、民間金融機関の監査役の平均年収は2,859万円であり、

これらと比較するとその報酬水準は妥当なものと考える。

非常勤の経営委員についても、常勤の委員と同様の考え方で設定した（ただ

し、日本銀行に類する職務がないことを考慮）。

満年度ベースの報酬額約810万円に対し、その他公的金融機関（日本政策投

資銀行、国際協力銀行、産業革新機構）の社外取締役及び社外監査役の平均

年収は863万円、民間金融機関の社外役員の平均年収は1,306万円であり、これ

らと比較するとその報酬水準は妥当なものと考える。

非常勤の経営委員長については、各府省の設定する謝金水準において会長

の水準が委員の120％程度となっていることを参考に、非常勤経営委員の120％

の水準に設定しており、その報酬水準は妥当なものと考える。

非常勤の経営委員（兼監査委員）については、経営委員としての職責に加え

て監査委員としての職責を担うことを考慮し、非常勤経営委員の110％の水準に

設定しており、その報酬水準は妥当なものと考える。

当法人の役員の給与については、平成25年12月に閣議決定された「独立

行政法人改革等に関する基本的な方針」において、高度で専門的な人材確

保ができるよう、給与水準の弾力化を検討することとされており、当法人の給

与体系の改正が求められていた。

このため、当法人においては第三者的な観点から市場の報酬水準を勘案

して改正を行うよう専門のコンサルティング会社を活用し、その提言に則し給

与体系を見直したと承知している。

具体的には金融機関の報酬水準についての客観的データ等を踏まえ、

理事長、理事及び経営委員（非常勤含む）の報酬水準が設定されたものと

理解しており、それぞれについて妥当な報酬水準であると考える。

なお、平成27年1月に改正された役員給与規程については、平成26年の

独立行政法人通則法の一部を改正する法律による改正前の独立行政法人

通則法の規定に基づき開催された、厚生労働省独立行政法人評価委員会

（当時）でご審議いただき、平成27年１月13日付けで評価委員会として意見

はないとの回答を頂いており、こうした点からも妥当性は担保されていると考

える。
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４　役員の退職手当の支給状況（平成30年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職
千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

3,269 3 6 H29.9.30 1.0

千円 年 月

該当者なし

注1 ：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付している。

　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員

      でその後独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄としている。

注2 ：監事については、既に仮の業績勘案率により算出した支給額（3,269千円（平成29年度）

　　　 を当該役員に対し仮支給していたが、当該役員が在職した期間の業績勘案率が決定した

　　　 ことにより確定した退職手当の総額である。

注3 ：非常勤役員には退職手当を支給しないこととしているため省略した。

５　退職手当の水準の妥当性について

【主務大臣の判断理由等】

区分

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

経営委員兼
監査委員

該当者なし

経営委員兼
監査委員

理事 該当者なし

監事
　在任期間3年6ヶ月における業績を踏まえ、厚生労働大臣により業績勘案率が1.0と決
定され、役員退職手当支給規程に基づき退職手当を支給した。

判断理由

監事

法人の長 該当者なし

理事

法人での在職期間

法人の長

当法人においては、特別手当について平成18年度より、役員給与規程第10条第3項の規定に基

づいて、業績評価の結果等により増減することができることとしている。

また、平成27年1月の役員給与規程の改正において、上記に加え、法人全体の運用目標（対ベ

ンチマーク目標及び絶対収益率目標）の達成・不達成により特別手当の支給率を年間で0.06月分

増減させる仕組みを導入した。
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Ⅱ 職員給与について

１　職員給与についての基本方針に関する事項

　① 職員給与の支給水準の設定等についての考え方

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方
    （業績給の仕組み及び導入実績を含む。）

(1) 職員の業務への取組みや業務の成果などを評価する実績評価により、奨励手当に

反映させる。

(2) 職員の業務遂行能力を評価する能力評価により、昇給、昇格、人事配置等に活用

する。

当法人の職員給与については、平成25年12月に閣議決定された「独立行政法人改革

等に関する基本的な方針」において、高度で専門的な人材確保ができるよう、給与水準

の弾力化を検討することとされ、給与体系の見直しが求められた。このため、第三者的な

観点から市場等の報酬水準を勘案して改正を行うよう専門のコンサルタント会社（タワー

ズワトソン株式会社）を活用し、その提言に則し、平成27年1月に職員給与規程の見直し

を実施した。なお、職員の報酬水準については以下のとおり設定した。

運用を専門とする任期を限った専門職員（以下「運用専門職員」という。）については、

高度で専門的な人材を確保する観点から民間資産運用業界（日系中央値～外資中央

値）の実態を踏まえた「市場水準」を基に本俸表を設定した。

また、正規職員についても民間資産運用業界から運用専門職員に準ずる優秀な人材

の採用ができるよう民間資産運用業界（日系最頻値）の実態を踏まえて本俸表の上限を

高める改正を実施した。

（＊）民間資産運用業界の市場水準は、金融機関における役職員報酬のデータベース

を販売する民間調査会社のデータ及び前述のコンサルタント会社による当法人運用

委託先の役職員報酬の調査結果に基づくものである。

【参考】

日系最頻値
（推定）

日系中央値 全体中央値
外資中央値

（推定）

部長級 1,570 1,680 2,030 3,000

課長級 1,190 1,320 1,350 1,640

課長代理級 900 980 920 1,130

主事級 740 820 850 1,050

民間資産運用業界（単位：万円）
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　③　 給与制度の内容及び平成30年度における主な改定内容

【給与制度の内容】

職員の給与は、基本給（本俸、役職手当、扶養手当）及び諸手当（調整手当、時間外

勤務手当、管理職員特別勤務手当、通勤手当、住居手当、特別手当）から構成されて

いる。このうち特別手当は、期末手当及び奨励手当としている。

正規職員の期末手当については、期末手当基礎額（本俸+扶養手当+調整手当+管理

職加算額+等級別加算額）に、国家公務員の例に準じて定める支給率（平成30年度にお

いては、6月に100分の122.5（管理職は100分の102.5）、12月に100分の137.5（管理職は

100分の117.5））を乗じ、さらに基準日以前6か月以内の期間におけるその者の在職期間

に応じた割合を乗じて得た額を6月と12月に支給している。

正規職員の奨励手当については、奨励手当基礎額（本俸+本俸に係る調整手当+管

理職加算額+等級別加算額）に、その者の勤務成績に応じて理事長がその都度定める

成績率を乗じ、さらに基準日以前6か月以内の期間におけるその者の勤務期間に応じた

割合を乗じて得た額を6月と12月に支給している。また、当該成績率は、法人の運用目

標（対ベンチマーク目標及び絶対収益率目標）の達成・不達成により年間で100分の2

（0.02月）（管理職は100分の6（0.06月））を増減させることとしている。

運用専門職員の奨励手当については、奨励手当基礎額（本俸+本俸に係る調整手当

+管理職加算額+等級別加算額+運用専門職員調整額）に、成績率を乗じ、さらに基準日

以前12か月以内の期間におけるその者の勤務期間に応じた割合を乗じて得た額を6月

に支給している。また、当該成績率は、法人の運用目標（対ベンチマーク目標及び絶対

収益率目標）の達成・不達成により年間で100分の6（0.06月）を増減させることとしてい

る。

＊平成29年度より、下記の「2 職員給与の支給状況」及び「3 給与水準の妥当性の検証

等」に運用専門職員分が含まれることとなった。（年度中の月例給及び賞与を減ぜられる

ことなく支給された職員が記載対象であり、平成29年度より一部の運用専門職員が当該

要件を満たすこととなった。）

【平成30年度の改定内容】

・給与法の改正を参考に扶養手当の見直し（配偶者：10,000円→6,500円、子：8,000

円→10,000円）を実施した。

・給与法の改正を参考に本俸表の引き上げ（正規職員：平均約0.2％、運用専門職

員：平均約0.1％）及び奨励手当の成績率の引き上げ（年間0.05月分）を実施した。
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２　職員給与の支給状況

　①-1　職種別支給状況（年俸制適用者を除く）

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

70 46.5 9,022 6,511 183 2,511
人 歳 千円 千円 千円 千円

70 46.5 9,022 6,511 183 2,511

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

- - - - - -
人 歳 千円 千円 千円 千円

- - - - - -

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

- - - - - -
人 歳 千円 千円 千円 千円

- - - - - -

　・　常勤職員については、任期付職員及び再任用職員を除いている。

　・　研究職種、医療職種及び教育職種については該当者がいないため省略した。

　・　在外職員及び非常勤職員については、該当者がいないため省略した。

　・　任期付職員及び再任用職員については該当者が1人であるため、当該個人に関する情報が特定されるおそれが

　　あることから、区分以外は記載していない。

　①-2　職種別支給状況（年俸制適用者）

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

16 47.0 16,286 10,196 198 6,090
人 歳 千円 千円 千円 千円

16 47.0 16,286 10,196 198 6,090

　・　年俸制適用者については、常勤職員、再任用職員、在外職員及び非常勤職員の該当者がいないため省略した。

　・　研究職種、医療職種及び教育職種については該当者がいないため省略した。

事務・技術

平成30年度の年間給与額（平均）

総額 うち所定内 うち賞与

任期付職員

再任用職員

事務・技術

区分 人員 平均年齢

区分 人員 平均年齢
平成30年度の年間給与額（平均）

総額 うち所定内 うち賞与

うち所定内
人員

常勤職員

うち賞与
平均年齢

平成30年度の年間給与額（平均）

総額
区分

平成30年度の年間給与額（平均）

総額 うち所定内 うち賞与

事務・技術

任期付職員

事務・技術

区分 人員 平均年齢
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② 年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員） 【再任用職員を除く。以下④まで同じ。】

注1 ： 20-23歳の年齢層については、該当者が存在しない。また、24-27歳の年齢層については、該当者が1人であるため、当該

　　　　個人に関する情報が特定されるおそれがあることから、平均年間給与額は表示していない。

注2 ： ①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。

注3 ： 年俸制適用者及び年俸制以外の任期付職員を含む。以下、④まで同じ。

③ 職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員）

（事務・技術職員）

平均

人 歳 千円 千円

　代表的職位

・本部課長 27 48.9 12,567

・本部主事 28 40.8 6,525

注 ： 「本部課長」には、本部課長相当職である「企画役」を含む。

④  賞与（平成30年度）における査定部分の比率（事務・技術職員）

％ ％ ％

14.6 50.8 23.6

％ ％ ％

85.4 49.2 76.4

％ ％ ％

         最高～最低

％ ％ ％

57.7 58.8 58.3

％ ％ ％

42.3 41.2 41.7

％ ％ ％

         最高～最低

17,465～8,600

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
年間給与額

最高～最低

8,667～4,657

区分 夏季（6月） 冬季（12月） 計

100.0～41.2

一般職員

一律支給分
（期末相当）

査定支給分
（勤勉相当）

（平均）

44.6～40.0 45.5～37.5 45.1～39.3

管理職員

一律支給分
（期末相当）

査定支給分
（勤勉相当）

（平均）

100.0～40.9 51.3～0.0

0

5

10

15

20

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

20－23歳 24－27歳 28－31歳 32－35歳 36－39歳 40－43歳 44－47歳 48－51歳 52－55歳 56－59歳

年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員）

人員数 平均年間給与額 平均年間給与額（国） 第３四分位 第１四分位

（人）（千円）
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３　給与水準の妥当性の検証等

○事務・技術職員

141.0

123.1

136.0

119.2

項目 内容

対国家公務員
指数の状況

年齢勘案

年齢・地域勘案

年齢・学歴勘案

年齢・地域・学歴勘案

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

当法人は、
①職員の勤務地が全員東京都特別区の勤務となっていること（国家公務員行政職
俸給表（一）の適用を受ける職員の1級地（東京都特別区）の割合は、31.2％となって
いる。）
②職員の大卒者の割合（94.2％）が、国家公務員行政職俸給表(一)の適用を受ける
職員の大卒者の占める割合（57.4％）よりも高いこと
③職員の管理職の割合（46.5％）が、国家公務員行政職俸給表（一）の適用を受ける
職員の管理職（6級以上）の割合（16.5％）よりも高いこと
④職員の住居手当支給対象者の割合（26.7％）が、国家公務員行政職俸給表（一）
の適用を受ける職員の住居手当支給対象者の割合（23.1％）よりも高いこと（当法人
の住居手当の支給基準、支給限度額は国家公務員と同じ）
⑤前述のとおり、平成29年度より対国家公務員指数の算出対象に含まれることとなっ
た運用専門職員の人数が、前年度の7名から16名に増加した。運用専門職員の報酬
は、高度で専門的な人材を確保する観点から民間資産運用業界の実態を踏まえた
市場水準を基に設定していること
から、国家公務員の給与水準より高くなっている。
＊国家公務員の上記の各割合は「平成30年国家公務員給与等実態調査」より算出
している。

　給与水準の妥当性の
　検証

【国からの財政支出について】
当法人は国からの交付金はゼロであり、国からの財政支出はない。

【累積欠損額について（平成29年度決算）】
該当なし。

【管理職の割合】
46.5％（職員数86名中40名）

【大卒以上の割合】
94.2％（職員数86名中81名）

【支出総額に占める給与・報酬等支給総額の割合】
3.8％（支出総額（一般管理費及び業務経費）34,326,198千円、給与報酬等支給総
額1,306,118千円）（平成30年度）

【法人の検証結果】
   前述のとおり、職員の給与については、平成25年12月の閣議決定において、高度
で専門的な人材確保ができるよう、給与水準の弾力化を検討することとされたことを
踏まえ、第三者的な観点から市場の報酬水準を勘案して給与規程の改正を行うよう
専門のコンサルタント会社（タワーズワトソン株式会社）を活用し、その提言に則し平
成27年1月に給与規程の見直しを行った。
   その提言により、民間資産運用業界の実態を踏まえた「市場水準」を基に本俸表
を設定したことを受け、当法人の報酬水準の実績は国家公務員の水準を上回るもの
の、「市場水準」との比較においては下表のとおりとなっているところである。
 

＊運用専門職員は日系中央値～外資中央値を、正規職員については日系最頻値
を基に本俸表を設定。

【主務大臣の検証結果】
　地域、学歴を勘案してもなお、国家公務員より高い水準であるものの、今般、独立
行政法人改革等に関する基本的な方針（平成25年12月24日閣議決定）を踏まえ、
高度で専門的な人材確保ができるよう、任期制・年俸制の導入も含めた給与水準の
弾力化が図られたところであり、当法人の給与水準はより妥当なものになったと言え
る。
　この給与水準に基づく採用は平成27年度途中より開始されているところであるが、
引き続き、当該給与水準に基づき高度で専門的な人材確保に努めていただくととも
に、国民の皆様に納得していただけるよう、しっかりと検証を行っていただきたい。

講ずる措置

   当法人においては、引き続き国家公務員の報酬水準も注視しつつ、適切な給与
水準の維持に努めていくが、平成25年12月に閣議決定された「独立行政法人改革
等に関する基本的な方針」において当法人に求められた高度で専門的な人材の確
保を進めていくため、民間資産運用業界の給与水準も踏まえ適切に対応していく。

日系最頻値
（推定）

日系中央値 全体中央値
外資中央値

（推定）

部長級 1,537 1,570 1,680 2,030 3,000

課長級 1,257 1,190 1,320 1,350 1,640

課長代理級 842 900 980 920 1,130

主事級 653 740 820 850 1,050

当法人の
報酬水準

（単位：万円）

民間資産運用業界（単位：万円）
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４　モデル給与

（扶養親族がいない場合）
○ 22歳（大卒初任給）
    月額 201,900円     年間給与 3,321,254円
○ 35歳（主事）
    月額 358,810円     年間給与 5,982,256円
○ 50歳（課長）
    月額 681,368円     年間給与 11,570,402円

※　扶養親族がいる場合には、扶養手当（配偶者月額6,500円、子１人につき月額10,000円）
　を支給。

５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

Ⅲ 総人件費について

注 ： 中期目標管理法人及び国立研究開発法人については中期目標期間又は中長期目標期間の開始年度分から

   当年度分までを記載する。行政執行法人については当年度分を記載する。

従前より以下の2点を実施してきた。

① 職員の業務への取組みや業務の成果などを評価する実績評価により、奨励手当に反映させる。

② 職員の業務遂行能力を評価する能力評価により、昇給、昇格、人事配置等に活用する。

また、平成27年1月から上記に加え、以下の各点も実施している。

③ 能力評価による昇給の差を広げ、管理職（４・５等級）については評価によっては降給することもある。

④ 奨励手当について、個人の実績評価に加え、法人全体の運用目標（対ベンチマーク目標及び

絶対収益率目標）の達成、不達成により支給割合を増減させる。

(A)

(Ｂ)

(Ｃ)

(D)

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)
1,722,118

千円

147,782

千円

179,849

千円

平成30年度

千円

1,306,118

千円

88,369

千円 千円 千円

967,255 1,202,593 1,424,643

千円 千円 千円

116,777 137,191 155,035

千円

893 51,783 37,284

非常勤役職員等給与
千円 千円 千円

28,353 50,964 110,595

区　　分 平成27年度 平成28年度 平成29年度

最広義人件費

福利厚生費

給与、報酬等支給総額
千円 千円 千円

821,232 962,655 1,121,729

退職手当支給額
千円 千円
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総人件費について参考となる事項

Ⅳ その他

○対前年度比における増減要因について

①給与、報酬等支給総額 16.4％

②退職手当支給額 137.0％

③非常勤役職員等給与 33.6％

④福利厚生費 16.0％

特になし。

・①については、平成30年度に職員の採用を行ったこと、平成29年度期中に採用した職員への給与支

給が満年度分となったこと、給与法の改正を参考とした給与改正（本俸及び特別手当の支給月数の引き

上げ）を行ったこと等によるもの。

・②については、支給人数の増加によるもの。

また、「公務員の給与改定に関する取扱いについて」（平成29年11月17日閣議決定）に基づき、役員及

び職員の退職手当について平成30年3月15日から以下の措置を講じている。

役員については調整率を86.35/100から83.7/100に引き下げ

職員については調整率を87/100から83.7/100に引き下げ

なお、退職手当の支給基準の変更については労使交渉を行った上で経営委員会の議決を経なけれ

ばならないため、措置の開始時期は、国家公務員に係る措置時期（平成30年1月1日）と異なる取扱いと

なった。

・③については、平成29年10月から就任した非常勤役員への報酬が満年度分となったことによるもの。

・④については、給与報酬等支給総額が増えたことに連動し、社会保険料が増えたこと等によるもの。
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